
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 職員旅費 1 1

翌年度へ繰越し（D) - - - -

70

2

調査研究事業の拡充による委託費の増

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

【①「⾼校⽣のための学びの基礎診断」等を活⽤した⾼等学校教育におけるPDCAサイクルを確⽴するための調査研究】「⾼校⽣のための学びの基礎診断」等を活⽤した⾼等学校教育におけるPDCA

サイクルを確⽴するための調査を実施し、多様な学びの在り⽅や質の確保についての研究を⾏う。事業開始：平成２７年度、事業終了：修了予定なし

【②多様性に応じた新時代の学びの充実⽀援事業】多様な⾼等学校制度を⽣かし、多様な⽣徒に応じて卒業後の進路を⾒据えた学習プログラムモデルを検討するとともに、多様な学習ニーズに応じ

ICTを効果的に活⽤した指導・評価⽅法等の実証研究を⾏う。事業開始：令和３年度、事業終了：修了予定なし

【③広域通信制⾼校の質保証】所轄庁による広域通信制高校への指導監督の実態を分析するとともに、主体的な点検調査の在り方について、調査研究を行う。

また、広域通信制高校において、都道府県の区域を超えて活動するサテライト施設等に対して、所轄庁による適切な指導監督を促進するため、広域通信制高校が設置する都道府県の区域を超えた
サテライト施設等の質担保のための都道府県間のプラットフォームを構築・運営する。事業開始：平成２９年度、事業終了：修了予定なし

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 42 26 43

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

55 43 56 77 109

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 55 43 56 77 109

- - -

-

平成27年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0077

文部科学省

政策 2　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

事業の目的
（5行程度以内）

高等学校においては、全日制・定時制・通信制課程における教育の質を確保するためのPDCA サイクルの構築や、多様な学習ニーズに応じた学びの実現、ICT を効果的に活用し
た新時代の学びの充実、多様な背景を抱える生徒の学びの充実等が求められていることから、調査や実証研究により、高等学校における教育の質の確保及び多様性への対応の
充実を図る。

参事官（高等学校担当）
参事官(高等学校担当）
田中　義恭

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

中央教育審議会答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性
を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」（令和3年1月26日）
「令和の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等学校のあり方に関する調査研究協力者会
議（審議まとめ）（令和4年8月）

事業名 高等学校における教育の質確保・多様性への対応に関する調査研究 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策 2-1 確かな学力の育成

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-07-2.pdf

(目)

事業概要URL -

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 77

101

77%

1

執行率（％）
=(G)/(F)

76% 60% 77%

初等中等教育振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
76%

主な増減理由（・要望額・予備費）

60%

令和6年度要求

(目)

(目)

2

　

　

　

(目)

2 2

2

初等中等教育振興事業委託費

諸謝金

委員等旅費

教員研修費

その他

109

⾼等学校においては、これまで以上に多様な背景を持つ⽣徒が在籍するようになっている。これにより、多様な学習ニーズに応じた、ICTを効果的に活⽤した学び等、新時代の学び
の充実が求められている。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-2 1

成果実績

1

目標値 件 2

100 100

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

1

効果発現の初期段階として、まずは、「高校⽣のための学びの基礎診断」等を活用した高等学校教育におけるPDCAサイクルを確立するための調査を実施するこ
とによって、基礎診断等の円滑な運用・利活用の状況等を把握し、多様な学習ニーズに応じた学び等が達成されているか確認することが必要であると考えるため、
「高校⽣のための学びの基礎診断」等を活用した高等学校に関する調査研究の成果報告書の数を短期アウトカムとして設定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

2

-

1

5

多様な学習ニーズに応じた学び等が達成されているか確認されることで、高等学校がPDCAサイクルを確立し、高等学校における教育の質の確保及び多様性へ
の対応が充実すると考えられるため、高校生数に対する基礎診断測定ツール利用実績の割合を長期アウトカムとした

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

高等学校における教育の質確保への対応のための調査研究成果報告書受領による

令和2年度 令和3年度

123.7

9 年度

高校生数に対する基礎診断測定ツー
ル利用実績の割合

測定ツール利用割合

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

高等学校において、教育改革の優良事例の普及を図
るとともに、「高校生のための学びの基礎診断」の測定
ツールの対象教科・科目等の在り方に関する調査研究
等を行う。

委託調査実施件数
活動実績

年度

2 1

定量的な成果指標 単位

件 2

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

1

活動目標 活動指標

2

達成度 ％

「高校⽣のための学びの基礎診断」等
を活用した高等学校教育における
PDCAサイクルの確立

成果報告書の数

成果実績 件 2 2

100

「⾼校⽣のための学びの基礎診断」等を活⽤した⾼等学校教育におけるPDCAサイクルを確⽴するための調査を実施し、多様な学びの在り⽅や質の確保について

の研究を⾏う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

高等学校における教育の質確保への対応のための調査研究成果報告書

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

70

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - 86.6 -

目標値 ％ 70 70 70



活動内容②
（アクティビティ）

受託者である高等学校が、多様な⾼等学校制度を⽣かし、多様な⽣徒に応じて卒業後の進路を⾒据えた学習プログラムモデルを検討するとともに、多様な学習

ニーズに応じICTを効果的に活⽤した指導・評価⽅法等の実証研究を⾏う。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

多様な生徒に応じた学習プログラムモ
デルが実証研究により検討・改善の
上、創出される。

実証研究数
活動実績 件 13 7 7 - -

当初見込み 件 7 6 6 8 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

多様な生徒が在籍する学校は、一般的に個々の生徒に合せた対応の必要に迫られるものの、その多様性すべてに応えられるノウハウを有しているとは限らない
ことから、実証研究により学習プログラムモデルが検討され、学校での試行を通じて課題等を洗い直しがなされるとともに、教職員・生徒の様子やアンケート調査等
を行うことでよりよいものへ改善される。

※複数年の委託期間を通じて試行した上で学習プログラムモデルを創出するため、中期アウトカムは設定せず、長期アウトカムのみ設定する。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

成果報告書において現状の学校の課題を
再認識し、アンケート調査等により学習プロ
グラムモデルの改善が図られて、より質の
高いものになる。

成果報告書において現状の
課題、またはアンケート調査
結果を記載している数

成果実績 件 - 7 - -

目標値 件 - 7 7 7

達成度 ％ - 100 - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

多様性に応じた新時代の学び充実支援事業　成果報告書
※なお、事業内容が令和3年度より変更されているため、本アウトカムは令和2年度以前には適用しない。
※R4年度実績については確認中

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

学習プログラムモデルの試行→改善→検証のプロセスを経ることにより、長期的に当該学校の学習活動の質が高まるとともに、他の学校の参考となるような普遍
的な要素を獲得する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

委託者のうち７件は、令和3年度から令和5年度までを実施期間としているため、本目標に対する達成度は令和５年度に確認する。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度

事業の成果の普及のため、HPや検討
会議等で事業成果の共有を行い、広く
普及し活用される。

HP掲載や検討会議等で事業
成果を公表した実施者の割合

- - - -

目標値 ％ - - - 100

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

-

当初見込み 件 - 3 13

目標値 件 - 3 10 7

活動内容③
（アクティビティ）

受託者である事業者のサポートを経て所轄庁が点検調査を行う等を通じ、所轄庁による広域通信制高校への指導監督の実態を分析し、主体的な点検調査の在り
方についての調査研究がなされるとともに、広域通信制高校が設置する都道府県の区域を超えたサテライト施設等の質担保のための都道府県間のプラットフォー
ムを構築・運営する。

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

所轄庁が所轄する広域通信制高等学
校に対して適切な指導監督を行う。

点検調査実施数
活動実績 件 - 3 10 -

13 -

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

点検調査（文部科学省が同行し、所轄庁とともに当該学校の教育活動が法令やガイドライン等に沿っているかを確認する）において、書面調査・ヒアリング等によ
り、必要な施設がない、知識不足により学習指導要領等に合わない運用をしている等の改善事項が指摘され、問題が顕在化する。その問題に対して学校が認識
を改め改善を行うことにより、学校運営が改善され教育の質が高まる。

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

文部科学省が同行して所轄庁が点検
調査を行った結果、その指摘に対する
改善が行われる。

点検調査後、改善報告があっ
た件数

成果実績 件 - 2 10 -

達成度 ％ - 66.7 100 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

点検調査実施後の報告書受領により確認

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

点検調査の実施等により所轄庁の意識が高まるとともに、その件数が増えることでノウハウが蓄積する。プラットフォーム構築によってそれらを共有していくことに
より、全国の通信制高等学校の指導監督の質が高まり、教育環境の質の向上につながる。

67

達成度 ％ - - 147.7 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

通信制プラットフォーム参加アカウント数
※令和4年度開始事業のため、令和３年度までの実績なし。

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

-

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

9 年度

通信制高校の情報共有等のためのプラット
フォーム構築により、全国の所轄庁に情報
が共有され、指導監督が適切に行われるこ
とにより、通信制高校の状況が改善され
る。

通信制プラットフォームの参加
所轄庁数

成果実績 箇所 - - 65 -

目標値 箇所 - - 44



- -

目標年度における効果測定に関する評価（令和　年度実施）

-

点検結果

・①「⾼校⽣のための学びの基礎診断」等を活⽤した⾼等学校教育におけるPDCAサイクル

を確⽴するための調査研究については、短期・長期とも測定指標は順調に推移している。

・②多様性に応じた新時代の学びの充実⽀援事業及び③広域通信制⾼校の質保証につい
ては、在籍生徒の状況が変化し、不登校経験者や特別な支援を必要とする生徒等、多様な
生徒が学ぶようになった現状がある。これを踏まえ、通信制高等学校においては、所轄庁に
おけるノウハウの蓄積等のため、「令和の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等学
校のあり方に関する調査研究協力者会議の審議まとめにおいても、モデル事業の実施や都
道府県間の情報共有や連携協力体制を構築・深化させる方策の検討について国が実施す
るよう求められているところであり、民間に委ねることはできない。
・一社応札が2件あったため、競争性の確保については、事業規模と内容を精査し改善に努
める。支出先の選定が外部の審査により行われ、適性である。

本事業は、外部有識者の意見を踏まえ、生徒の多様性に配慮した進路の実績を成果指標とすることも検討するべきである。また、令和４年度決算において不用額
が生じているため、不用額が生じた要因を分析したうえで、予算執行の適切な改善を行うことが必要である。

外部有識者の所見

「広域通信制高校」の在籍生徒の変化に着目し、多様な生徒に向けた教育のあり方を検討することは今日的意義があるが、「広域通信制高校」の出口として、どのような進路を提示できるか
など、生徒の多様性に配慮した進路の実績を成果指標とすることも検討されたい。

0067

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0070

-

-

令和2年度 文部科学省 0063

0067

令和4年度 2022 文科 21

・アクティビティ①～③について、引き続き目標年度に向け取り組む。
・一社応札が2件あったため、競争性の確保については、事業規模と内容を精査し改善に努める。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 28-0059

平成29年度 60

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

事業内容にふさわしい多様性をとらえる指標について長期的に検討しつつ、引き続き、令和4年度の状況を踏まえ、早期に公募を行うなど効果的・効率的な予算執
行に努める。

新31 0009

事業内容の一部改善

執行等改善

新27-0012

平成30年度 60.新31-008

平成23年度 -

平成26年度 -

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

    ４３百万円
諸謝金 ０．６百万円

職員旅費    １．０百万円 を含む

委員等旅費  ０．２ 百万円

教職員研修費  ０．３百万円

委託【随意契約（企画競争）】
委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】

①高等学校における教育の質確保・

多様性への対応のための調査研究

A.有限責任監査法人トーマツ

（全1団体） 7.5百万円

③広域通信制高校における教育の質

確保のための所轄庁による指導監督

の在り方に関する調査研究

C.特定非営利活動法人全国通信制高

等学校評価機構（全1団体）

13.1百万円

②多様性に応じた新時代の学びの

充実⽀援事業

B.神奈川県 外（全7団体）

20百万円

③広域通信制高校における教育の質確

保のための所轄庁による指導監督の在り

方に関する調査研究

D.株式会社ぱんぷきんラボ（全1団体）

2百万円

委託【その他】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- 100％1 株式会社ぱんぷきんラボ 3012701016361 広域通信制高校における教育の質確保のための所轄
庁による指導監督の在り方に関する調査研究事業 2

随意契約（その
他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
特定非営利活動法人全国通
信制高等学校評価機構

4010505003121 広域通信制高校における教育の質確保のための所轄
庁による指導監督の在り方に関する調査研究事業 13

随意契約（企画
競争）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

7 100％7 学校法人星槎 1020005015461
多様性に応じた新時代の学び
充実支援事業

1
随意契約（企画

競争）

6 徳島県 4000020360007
多様性に応じた新時代の学び
充実支援事業

2
随意契約（企画

競争）
7 100％

100％

5 学校法人野田鎌田学園 5040005014490
多様性に応じた新時代の学び
充実支援事業

3
随意契約（企画

競争）
7 100％

7 100％

4 京都市 2000020261009
多様性に応じた新時代の学び
充実支援事業

3
随意契約（企画

競争）
7

3 学校法人早稲田大阪学園 7120905000191
多様性に応じた新時代の学び
充実支援事業

3
随意契約（企画

競争）

2 静岡県教育委員会 7000020220001
多様性に応じた新時代の学び
充実支援事業

3
随意契約（企画

競争）
7 100％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 神奈川県 1000020140007
多様性に応じた新時代の学び
充実支援事業

4
随意契約（企画

競争）
7 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 有限責任監査法人トーマツ 5010405001703
「高校生のための学びの基礎
診断」の調査研究

7
随意契約（企画

競争）
1 100％

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 13.1 計 2

その他 謝金、借損料、通信運搬費等 1

雑役務費 振込手数料等 1.1

消耗品費 コピー用紙等 2 借損料 サーバ利用料 0

再委託費 再委託（HP作成のための人件費等） 2 消費税相当額 0.2

人件費 手当等 2 一般管理費 0.2

旅費 点検調査旅費 5 人件費 賃金 1.6

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0.7 諸謝金 学習支援員謝金等

通信運搬費 報告書等郵送

報告書印刷等 0.4

0

旅費 ヒアリング実施旅費 0.2 旅費

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

消費税相当額 人件費の10% 0.6 雑役務費

計 7.5 計 3.6

委員等旅費等 0.4

1.3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 手当等 6 消耗品費 参考書籍等 1.5

一般管理費 人件費と事業費の合計の10%


	行政事業レビューシート

